
就職が難しい方への就業支援について

【担当省庁】内閣府、厚生労働省

就職氷河期世代の方、ひきこもりの状態にある方、高齢者、雇用等
への不安を抱える女性等への就業支援など以下の対策を講じていただ
きたい。
〔社会参加から実践的就労に向けた支援制度の創設〕
○京都府では、地域就職氷河期世代支援加速化交付金など、国の時
限的な予算を活用しながら、就職氷河期世代のひきこもり等の就
職困難者に対する福祉から就労への段階的支援や訓練生への給付
金の支給等による支援に取り組んできたところであるが、潜在的
労働力である就職困難者を育成し、人手不足の中小企業等への就
職に結びつけるため、支援対象を若年層に拡大するとともに、取
組を継続するための恒久的な財政措置

〔生涯現役地域づくり環境整備事業の要件緩和〕
○「生涯現役促進地域連携事業」の後継事業として予定されている
「生涯現役地域づくり環境整備事業」において、市町村が設置す
る協議会が行う事業のみならず、都道府県が単独で設置する協議
会が行う事業についても対象とする仕組みの構築

〔地域女性活躍推進交付金の採択〕
○新型コロナウイルス感染症の影響を受けている非正規雇用女性や
ひとり親家庭等様々な困難・課題を抱える女性等に対して、引き
続き支援が必要であることから、令和５年度の地域女性活躍推進
交付金について必要な予算の十分な確保及び交付金の対象となる
本府の取組の採択

【現状・課題等】

■「地域就職氷河期世代支援加速化交付金」については、時限的な措置として、令

和６年度までの延長が概算要求されているが、対象者の見直しはない。

■「生涯現役促進地域連携事業」では、京都府が主体となって協議会を設置。

地域の高齢者の就業を促進するため、伴走型支援（セミナー、個別相談等）を実

施し、大きな成果をあげてきたが、京都府は令和４年度までの時限的な措置とな

っている。

その後継事業である「生涯現役地域づくり環境整備事業」では、都道府県から提

案するためには「対象地域のすべての市町村等が構成員として協議会に参画する

ことが必要」とされており、成果をあげている既存の協議会での提案が認められ

ていない。

■新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、女性相談件数が増加すると

ともに、困難さや課題が複合的になっている。とりわけ非正規雇用やひとり親家

庭への経済的影響が深刻であり、相談から雇用までの総合的施策が必要
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【国の事業等】

■概算要求

〔内閣府〕

▶ 地域就職氷河期世代支援加速化交付金 12 億円＋事項要求

（令和３年度補正予算（令和４年度実施分）30 億円）

先進的・積極的に就職氷河期世代への支援に取り組む地方公共団体等を支援

▶ 地域女性活躍推進交付金 9.71 億円

（令和３年度予算 6.8 億円、令和４年度予算５億円）

地域の実情に応じて行う女性の活躍推進に資する都道府県等の取組を支援

〔厚生労働省〕

▶ 生涯現役地域づくり環境整備事業（生涯現役促進地域連携事業を含む）

6.4 億円（令和４年度予算 11 億円）

地域の高齢者の就業促進を図るため、地域の様々な機関が連携して高齢者の就

業を促進

【京都府の取組】

■就職氷河期世代雇用支援総合対策事業 （令和４年度予算 113 百万円）

福祉的支援から就労支援までの段階的な支援メニューとして、就職氷河期世代の

就職困難者等にオンライン相談、オンラインセミナー・研修、段階的な企業実習、

実習参加者への給付金支給等を実施

【令和３年度実績】研修等受講者数 389 人、就労者数 46 人

■生涯現役促進地域連携事業〔厚生労働省〕

▶ 京都府元気シニア活躍協議会（構成：京都府、京都府高齢・障害者雇用支援協

会等）が受託して実施（令和２年度～４年度）

▶ 令和３年度実績(Ｒ４.３.31 現在) （ ）は目標値

○「元気シニア人材バンク」への新規登録者 315 人（250 人）

○個別相談対応人数 573 人（300 人）

○シニア人材バンク登録者就業人数 390 人（130 人）

うち、週の所定労働時間 20 時間以上 122 人（30 人）

■女性活躍支援ワンストップ拠点推進事業 （令和４年度予算 8.7 百万円）

コロナ禍の長期化や原油価格や物価の高騰により、社会面・経済面など様々な困

難・課題を抱える女性が増加していることから、女性活躍ワンストップ拠点化し

た京都テルサを核に、京都府男女共同参画センターの相談体制を強化するととも

に、NPO団体等の専門性を生かして、セーフティネットから就業に至るまでの幅広

い支援を実施


